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業務委託仕様書 

 

第１章  総  則 

 

（目的） 

第１条 本仕様書は、伊那市が国土調査法に基づき実施する「令和７年度 地籍調査事業 

長狭物調査 業務委託」に適用し、作業内容・成果品等を定めるものとする。 

 

（作業規定） 

第２条 本業務にあたっては、本仕様書及び請負契約書のほか、下記の法令等により行い、

疑義を生じた場合には監督員と協議し実施すること。 

 (1) 国土調査法（昭和26年６月1日法律第180号） 

 (2) 国土調査法施行令（昭和27年３月31日政令第59号） 

 (3) 地籍調査作業規程準則（昭和32年10月24日総理府令第71号） 

(4) 地籍調査作業規定準則運用基準（平成14年３月14日国土国第590号国土交通省土地・

水資源局長通知） 

 (5) 伊那市地籍調査作業規程（令和２年８月４日） 

(6) その他関係法令及び通達等 

 

（作業計画） 

第３条 受託者（以下「乙」という。）は本業務の実施にあたり、下記の書類を作成すると

ともに、契約締結後14日以内に発注者（以下「甲」という。）に提出し、その承認を受け

るものとする。なお、その契約内容を変更しようとする時も同様である。 

 (1) 業務計画書 

  (2) 業務工程表 

 (3) 技術者等の通知書 

 (4) 技術者等経歴書 

(5) 業務着手届 

(6) その他必要な書類 

２ 主任技術者及び現場代理人は測量法第49条に基づき登録をされた測量士であることと

し、作業に従事する者を含め従事者名簿を提出すること。 

 

（秘密厳守） 

第４条 乙は本業務実施にあたって、国土調査法第36条に基づき次の事項を厳守しなけれ

ばならない。 
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(1) 乙は、業務上知り得た個人情報を漏洩してはならない。 

 (2) 業務上収集した情報を甲の許可なく複写及び加工し、外部に持ち出してはならない。 

２ 乙は、個人情報の保護に関する法律に基づき、別途個人情報の取り扱いに関する覚書

を甲と締結しなければならない。 

 

（身分証明書及び土地立入） 

第５条 乙は業務の実施にあたり、甲が貸与する国土調査法第24条第３項の規定に基づく

身分証明書を常時携帯し、関係人の請求があればこれを呈示しなければならない。 

２ 調査のため他人の土地に立ち入る場合は、あらかじめ当該土地所有者又は関係者にそ

の旨を通知すること。 

３ 乙は業務終了後、速やかに身分証明書を返却すること。 

 

（業務内容の登録） 

第６条 契約金額が100万円以上の業務については、契約後10日以内にその業務内容を（財）

日本建設情報総合センター（以下、｢JACIC｣という。）に登録するものとする。また、JACIC

が発行する｢登録内容確認書｣の写しを監督員に提出するものとする。 

 

（補償） 

第７条 業務実施にあたり、乙が第三者に与えた損害は、乙の責任において補償するもの

とする。 

 

（成果品の帰属） 

第８条 本業務における成果品は、すべて甲に帰属するものとし、乙は甲の許可なく使用

してはならない。 

 

（誤りの訂正） 

第９条 乙は業務終了後に成果の誤りが発見された場合は、責任をもって直ちに補足訂正

をしなければならない。 

 

（疑義の解決） 

第10条 本仕様書において疑義が生じた場合、また、明記されていない事項が生じた場合

は、甲乙協議の上、その決定事項に従い業務を遂行するものとする。 

 

（保安） 

第11条 乙は本業務実施にあたって、次の各号に十分留意し、保安・紛争の回避に努めな

ければならない。 
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(1) 交通及び保安上問題が生じる恐れがある場合は、あらかじめ所轄官公庁と十分な打

合せの上実施すること。 

(2) 本業務従事中は常に言動には十分注意し、無益の摩擦や紛争を起こさないこと。 

 (3) 本業務従事中事故が生じた場合は、所要の措置を講じるとともに事故発生原因、経

過及び事故による被害の内容等について速やかに甲に報告すること。また、再発防

止策を策定のうえ甲へ報告し承認を得ること。 

 

 

第２章  業 務 概 要 

 

（業務の内容） 

第12条 本業務は、国土調査法に基づく地籍調査測量及び一筆地調査の実施に先駆け、事

前に長狭物等を調査・確認する。 

 

（作業工程） 

第13条 本業務における作業工程は次のとおりとする。 

(1) 長狭物等の現況確認を行い、位置及び公図幅をマーキング等で明示し、その結果を

記録する。 

 (2) 標識等の復元 

 (3) 公図と現況の差違等の把握 

 (4) 現地確認及び日報の作成 

 (5) 調査図の整備 

 

（長狭物等の現況確認と記録） 

第14条 現地確認日までに、調査図素図・測量図（以下、図面等という。）を参考に、長狭

物等の幅や形状を確認し、現地に仮標識等を設置する。また既存標識の確認を行い、仮

標識や既存標識の位置を調査図素図に記載する。 

２ 甲が提供する立会記録の履歴を該当箇所に記載する。 

 

（標識等の復元） 

第15条 官民界や調査範囲と範囲外との接合等の確認を行うために必要な箇所については、

図面等により標識等の復元を行う。 

 

（公図と現況の差違等の把握） 

第16条 公図と現況に差違等がある箇所は、調査図素図に詳細に記載する。 

 



4 

 

（現地確認及び日報の作成） 

第17条 国県市道、河川の境界確認を管理者とともに行う。 

２ 市職員・地区推進委員とともに現地を確認し、マーキング及び設置した仮標識等の説

明を行う。 

３ 前２項の作業内容について日報（任意様式）を作成する。 

 

（調査図の整備） 

第18条 調査図素図へ確認結果を記載した調査図を、製本にして提出すること。記載に当

たっては、既存標識等は青色、新設標識（マーキング・仮標識等）、注釈等は赤色で記載

すること。 

２ 所有者等に変更が生じた場合は、調査図に反映させるものとする。 

    

（成果品） 

第19条 本業務で納入する成果品は次のとおりとする。なお、成果品の様式等は任意であ

るが、監督員の指示に従うものとする。 

(1) 調査図製本   ２部 （Ａ２版見開き） 

(2) 調査図      ２部 （Ａ２版で、紙・インクは耐水性とする。） 

 (3) ＰＤＦデータ １式 

 (4) ＣＡＤデータ １式 

 (5) 日報 

 (6) 工程表 

 (7) 打合せ記録 


